
用地事務処理規程

第１章 総則

（趣旨）

第１条 土木部所管の公共事業に必要な土地等の取得等に関する事務は、別に定める

もののほか、この規程に定めるところによるものとする。

（用語の定義等）

第２条 この規程で次に掲げる用語の定義等は、それぞれ当該各号に定めるものとす

る。

(1) 「主務課長」とは、新潟県行政組織規則（昭和35年３月規則第８号。以下「組

織規則」という。）第２章に規定する本庁の課又は室の長で、前条に規定する事

業の執行に関する事務を分掌する課又は室の長をいう。

(2) 「用地・土地利用課長」とは、組織規則に定める用地・土地利用課の長をいう。

(3) 「地域機関の長」とは、組織規則第３章に規定する地域機関で、前条に規定す

る事業の執行に関する事務を分掌する地域機関の長をいう。

(4) 「土地等」とは、土地、土地収用法（昭和26年法律第219号。以下「法」とい

う。）第５条に掲げる権利、法第６条に掲げる立木、建物その他土地に定着する

物件及び法第７条に掲げる土石砂れきをいう。

(5) 「土地等の取得等」とは、前号に掲げる土地、土地に定着する物件及び土石砂

れきの取得又は使用並びに同号に掲げる権利の消滅又は制限をいう。

(6) 「土地所有者」とは、取得又は使用しようとする土地の所有者をいう。

(7) 「関係人」とは、当該土地に所有権以外の権利を有する者及びその土地に定着

する物件に所有権又はその他の権利を有する者並びにその他通常生ずる損失を受

ける者をいう。

(8) 「権利」とは、社会通念上権利と認められる程度にまで成熟した慣習上の利益

を含むものとする。

（用地取得先行の原則）

第３条 土地等の取得等の契約が締結される前に、当該土地について工事を行っては

ならない。ただし、次の各号のすべてに該当した場合は、この限りではない。

(1) 緊急に工事を行わなければ公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあると

き。

(2) 第９条の規定による土地調査表を作成し、第14条の規定による物件調査を完了

している場合であって、土地等に関して権原を有する者から起工の承諾を得たと

き。



(3) 当該年度内に、土地等に関して権原を有する者と適正な補償金額で土地等の取

得等に関する契約を締結することができると認められるとき。

（用地関係の設計審査）

第４条 当該事業の主務課長及び地域機関の長は、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律（昭和30年法律第179号）等の法令の規定により、各省各庁に提出

する申請書等で、用地の取得又は損失補償を伴うものは、事前に本庁の用地・土地

利用課長に提出しなければならない。

２ 用地・土地利用課長は、前項により提出を受けた申請書のうち、用地の取得及び

損失補償に関する事項を審査し、その結果を主務課長に通知しなければならない。

（用地取得期間の確保）

第５条 地域機関の長は、建設工事執行規程（昭和49年８月訓令第27号）第６条の設

計図書等の作成に当たっては、当該工事に関する土地等の取得等の計画及び所要予

算について必要な調整を図るとともに、土地等の取得等のための十分な期間を置く

ように配慮しなければならない。

（計画の不変更）

第６条 地域機関の長は、前項の規定による設計図書等の作成に当たっては、十分に

基礎調査等を行い、用地幅杭打設後において、みだりに土地等の取得等に係る区域

が変更されること等によって、土地等の計画的な取得等に支障を及ぼすことのない

ように努めなければならない。

第２章 測量及び調査

（事業計画の説明）

第７条 地域機関の長は、土地等の取得等を行おうとする場合は、あらかじめ土地等

の所在する市町村（地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定

都市にあっては当該市の区）の長並びに土地等の所有者及び関係人に対して次の各

号に掲げる事項を説明し、これらの者の意見を聴取する等の措置を講じ、当該工事

の実施に当たってこれらの者の理解と協力が得られるよう努めなければならない。

(1) 工事の目的及び計画の概要

(2) 工期及び施行方法

(3) 土地等の測量及び調査の方法

(4) 土地等の取得等に伴う損失補償の方針

(5) 用地交渉の方法

(6) その他当該工事及び当該土地等の取得等に関し、協力を得るために必要と認め

られる事項



（土地立入）

第８条 地域機関の長は、土地等の測量又は調査を行うため、他人の占有する土地に

立ち入る場合は、当該土地の所有者及び関係人の承諾を得なければならない。ただ

し、承諾を得られない場合は、関係法令に定める手続によるものとする｡

２ 宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとする場合は、あらかじめ、

その旨を当該土地の占有者に告げなければならない。

３ 日の出前又は日没後においては、宅地及びかき、さく等で囲まれた土地に立ち入

ってはならない｡

４ 他人の占有する土地に立ち入ることについて、当該占有者又は利害関係人の請求

があったときは、当該職員は新潟県職員服務規程（昭和35年３月訓令第６号）第７

条に規定する身分証明書を呈示しなければならない｡

５ 土地等の測量及び調査に伴い生じた損失は適正に補償しなければならない。

（土地調査表）

第９条 土地等の取得等を行おうとするときは、必要な調査事項を土地調査表に記入

するものとする｡

（地籍等の調査）

第10条 土地等は、その所在地を管轄する法務局若しくは地方法務局又はその支局若

しくは出張所（以下「管轄登記所」という。）において次のように調査しなければ

ならない。

(1) 取得等しようとする土地について、当該土地に関する地図（不動産登記法（平

成16年法律第123号）第14条第１項又は同条第４項の規定により管轄登記所に備

え付ける地図又は地図に準ずる図面をいう。以下同じ。）を転写すること。この

場合においては、転写した図面に隣接の町・大字・小字の名称、縮尺、方位等を

地図に示してあるとおり記入すること。

(2) 取得等しようとする土地について、土地登記簿によって次の調査をすること。

ア 土地の所在、地番、地目、地積並びに所有者の住所及び氏名

イ 土地にある所有権以外の権利の種類、内容、存続期限、当該権利者の住所及

び氏名等の登記事項

ウ 仮登記、予告登記等があるときはその内容

エ その他必要と認められる事項

（権利関係の調査）

第11条 前条の規定により調査した土地所有者又は関係人の登記名義については、更

に次により調査し、かつ、その変動を常に把握しておかなければならない。

(1) 個人については、戸籍簿、除籍簿、戸籍の附票又は住民票等（以下「戸籍簿等」

という。）によって登記名義人の生死、死亡の場合の相続関係、相続人の住所、



氏名等を確認すること。

(2) 法人については、管轄登記所の法人登記簿又は商業登記簿によって、法人の所

在地、名称、代表者の住所、氏名並びに合併及び解散等の状況を確認すること｡

（用地の実地確認）

第12条 地域機関の長は、当該工事の設計に基づいて現地に幅杭を設置したときは、

工務担当職員及び用地担当職員に実地を確認させなければならない｡これを変更し

たときも同様とする｡

（測量及び作図等）

第13条 前条の規定により土地等の取得等の範囲を確認したときは、新潟県土木部が

定める用地調査等共通仕様書又は必要に応じて定める特記仕様書（以下「共通仕様

書等」という。）に基づき測量及び作図を行わなければならない。

（物件等の実態調査）

第14条 取得し、又は使用する土地に定着する物件等に関する調査及び調査書等の作

成は、共通仕様書等に基づき行うものとする｡

（必要書類等の準備等）

第15条 この章の規定による調査の結果、登記のためあらかじめ必要となる書類等が

ある場合は、第23条の規定による契約までの間に準備しておくものとする｡

第３章 補償

（補償基準）

第16条 土地等の取得等に伴う損失の補償は、新潟県の公共事業の施行に伴う損失補

償基準（昭和38年５月新潟県訓令第18号）、新潟県の公共事業の施行に伴う公共補

償基準（昭和44年４月新潟県訓令第14号）、新潟県の公共事業の施行に伴う損失補

償基準の運用方針（平成20年３月25日用土第574号）及び新潟県の公共事業の施行

に伴う損失補償基準の細則（平成20年３月25日用土第574号）の定めるところによ

り行うものとする｡

（標準価格の設定）

第17条 用地・土地利用課長は、必要があると認めるとき、物件補償額について、標

準価格を定め、これを地域機関の長に通知することができる。

２ 地域機関の長は、特殊又は異例の損失補償のうち別に定めるものについては、用

地・土地利用課長に協議しなければならない。

（直接払いの原則）



第18条 補償金は、土地等の権利を有する者に直接支払わなければならない｡ただし、

土地等の権利を有する者から補償金の支払いの請求及び受領に関する権限の委任を

受けた者（以下「委任代理人」という。）が、当該補償金の金額を明示した委任状

を添えて支払いの請求をした場合は、当該委任代理人に支払うことができる。

（補償金の支払時期）

第19条 取得した土地の代金は、所有権の移転登記が完了し、かつ、現実に当該土地

の引渡しを受けた後に支払うものとする｡

なお、所有権の移転登記が完了する前又は土地の引渡しを受ける前に支払う必要

がある場合（県有地については、新潟県公有財産事務取扱規則（昭和48年新潟県規

則第20号）第16条ただし書の規定により、県名義に所有権の移転登記が完了する前

に支払う場合）は、別に定める用地取得円滑化対策実施要綱（平成３年３月18日用

高第1342号）によるものとする。

２ 物件の移転の補償金を、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第163条第４

号の規定により移転の完了前に支払う場合の支払時期は、現実に移転の工事に着手

し、所定の期限までに完了することが確実と認められるとき又は前金を支払わなけ

れば工事に着手することが著しく困難であると認められるときであって地域機関の

長が適当と認める時期とする｡

３ 地上権等既登記の所有権以外の権利の消滅に係る補償金の支払時期は当該権利の

抹消登記の申請書又は嘱託書が管轄登記所に受理された後とする｡

４ 前各項の補償以外の補償金の支払時期は、契約を締結した後、地域機関の長が適

当と認める時期とする｡

第４章 用地交渉

（用地交渉）

第20条 土地所有者及び関係人に対して誠意をもって用地交渉を行い、速やかに適正

な補償金額で妥結するよう努めなければならない｡

２ 地域機関の長は、２人以上の職員をして用地交渉に当たらせる等、用地交渉の公

正を確保するよう努めるものとする。

（用地交渉伺）

第21条 用地交渉を開始する場合は、土地の取得単価及び物件その他の損失補償額（以

下「予定額」という｡）につき用地交渉伺を作成し、これに必要な書類を付して地

域機関の長の決裁を受けなければならない。

２ 用地交渉の過程において、前項の規定により決裁を経た予定額を変更する必要が

生じたときは、理由を明示してそのつど地域機関の長の決裁を受けなければならな

い。



（用地交渉記録）

第22条 地域機関の長は、用地業務記録簿を備え、業務の工程及び交渉の経過その他

必要と認める事項を記録しなければならない。

第５章 契約

（契約の締結）

第23条 土地所有者及び関係人と用地交渉が妥結したときは、遅滞なく契約書を作成

し、署名押印を求めるとともに、必要があると認められるときは、印鑑証明書を提

出させなければならない。この場合同一人に対する土地の売買又は土地に関する所

有権以外の権利の消滅に関する契約と、当該土地の上にある建物その他の物件の移

転その他通常生ずる損失の補償に関する契約と合わせて締結しなければならない｡

ただし、特別の理由があると認めるときは、それぞれの契約を分けて行うことが

できる｡

（支出負担行為の手続）

第24条 新潟県財務規則（昭和57年3月新潟県規則第10号）の規定による契約又は支

出負担行為をしようとするときは、決議書に用地交渉の結果作成される契約書（案）

を添付するものとする｡

（契約履行の確保）

第25条 地域機関の長は、土地の権利者が土地等の取得等に関する契約に定められた

履行期限までに当該契約の内容となっている義務の履行を完了しない場合において

は、当該義務の履行を催告するとともに、当該義務の履行を確保するために必要な

措置を講じなければならない。

第６章 収用

（土地等の収用の手続）

第26条 地域機関の長は、用地交渉において妥結する見込みがないと認めるとき、又

は相続による権利者多数や境界未確定等の事情により土地等の取得等に相当の期間

を要すると認められるときは、土地収用事務処理要領（平成15年２月28日用土第

1108号）の定めるところにより、収用手続への移行について用地・土地利用課長に

協議を行うものとする。

第７章 登記

（登記の嘱託）

第27条 地域機関の長は、第23条の規定により契約を締結した場合において、所有権



移転の登記をする必要があるときは、遅滞なく当該契約の相手方に不動産登記法（平

成16年法律第123号）による登記の嘱託に必要な書類の提出を求め、当該書類の提

出があったときは、所有権以外の権利の登記、仮登記、差押え又は仮差押えの登記

その他の登記の抹消後、遅滞なく、所有権移転の登記を管轄登記所に嘱託しなけれ

ばならない。

（代位による登記）

第28条 取得した土地で、国又は県名義に所有権の移転登記をするに先立って行うべ

き分筆、相続その他の登記手続は、原則として代位で行うものとする｡

（年度内登記）

第29条 取得した土地は直ちに嘱託し、年度内に登記しなければならない｡

第８章 雑則

（取得用地の管理）

第30条 地域機関の長は、土地等の取得等が完了したときは、遅滞なく取得した土地

とこれに隣接する土地等の境界を明示するため、境界杭又は必要に応じて、かき、

さくその他の工作物を設置する等の措置を講ずることにより、取得した土地の適正

な管理を図らなければならない。

２ 地域機関の長は、取得した土地を不法に占有するものがある場合においては、遅

滞なく書面をもって、土地の明渡しを催告するとともに、土地保全のために必要な

措置を講じなければならない｡

（事務の分担）

第31条 用地に関する事務は、次の各号に掲げるものについては用地・土地利用課長

が、その他は地域機関の長が処理するものとする｡

(1) 収用手続に関すること｡

(2) 県有財産の所管換及び交換に関すること｡

(3) その他用地・土地利用課長の指定した事務。

（定期報告）

第32条 地域機関の長は、用地取得の実績として用地進捗状況報告及び用地取得完了

報告を土木部公共事業管理システムにより翌年度の４月30日までに処理するものと

する｡

２ 地域機関の長は、登記処理状況報告書を作成し、翌年度の４月30日までに用地・

土地利用課長に報告しなければならない｡

３ 地域機関の長は、翌年度の６月10日までに、未登記原因報告書を作成し、用地・

土地利用課長に報告しなければならない｡



（実績報告書）

第33条 用地・土地利用課長は、前条による報告書により、年度ごとに用地の取得業

務に関する実績報告書を作成し、地域機関の長等に配付しなければならない｡

（印紙税の負担）

第34条 用地取得に関する印紙税の費用は、県費をもって支弁することができる｡

（業務の委託）

第35条 地域機関の長は、測量、調査若しくは登記に関する事務を第三者に委託して

行わせることができる｡ただし、登記に関するものについては、あらかじめ用地・

土地利用課長と協議して行うものとする｡

２ 県は、他の地方公共団体に対して、土地等の取得等に関する事務を一括して委託

することができる｡この場合の事務手続については、別に定める｡

（様式等）

第36条 用地事務に必要となる主な様式及び書類は別に定める。

平成21年７月29日用土第132号 制定

平成24年11月30日用土第222号 改正


